
　

　▼…カーナビのお陰で、沖縄本島

をさほど苦もなくレンタカーで回る

ことができた。その画面上では、ルー

トの片側に延々と「グレーゾーン」が

続き、米軍基地が大きな存在である

ことを実感させられた。滞在中、米軍

偵察機に北朝鮮戦闘機が迎撃態勢を

取る事件が発生し、基地周辺は緊迫

した雰囲気に包まれていた。

　▼…グレーゾーンは島の約20％を

占め、約 3万人の地主に年間総額約

850億円が軍用地料として支払われ

ている。約2万7千戸ある農家の総所

得を上回る規模で、軍用地料は確実

に引き上げられている。このため最

近は、低金利時代の「優良資産」とし

て取引が活発化しているという。

　▼…「ムネオ疑惑」でも取り沙汰さ

れた軍用地料は、基地交付金ととも

に沖縄の基地依存の一面を見せる。

また、基地のウエートが高い自治体

では、これらが自主財源の柱となっ

ているケースもあり、合併論議が具

体化しない背景にもなっていると聞

いた。「生産力ゼロ」の土地を頼りに

しているなら、やはり疑問が残る。

　▼…琉球王国の歴史もまた被支配

の歴史だったが、島の特性を生かし

た交易や産業の振興で生き抜いてき

た。島津氏の圧制下では、黒砂糖の製

法を導入し、おやつ代わりに茎を噛

むだけだったサトウキビを換金作物

に育て、経済を立て直した。ウチナン

チュウの自立心よ、再び甦れ。　（梶）
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情報共有を起点に知恵を結集
　私は、合併問題が地域を変える大きな転機だ

と思っています。合併によって地域が変わると

いう意味ではなく、合併問題に向き合こと自体

が、「情報の共有」から「知の蓄積」「問題解決・

課題克服法の発見」「合意の形成」「分担・協働

による実践」に至る自律の機能の再点検・構築

につながるからです。

　━━━━━━━━━━━　平　谷　村　

　逆の面から見ると、行政が必要な情報を分か

りやすく提供し、住民との間で問題意識を共有

できているか。議会を含めた議論がきちんと行

われ、地域の知恵が結集されるか。責任と義務

が公正に分担され、効果的に実践できるか。こ

れらの過程の中で、行政、住民、議会の質その

ものが問われているともいえます。

　身近な問題から住民参加の輪を広げる

　長野県平谷村では、合併に関する住民投票の

有権者を「中学生以上」とする案をめぐって議

論になりました。「すねっかじりに何が分かる

か」「将来の地域の担い手の考えは尊重しよう」。

結局、今年 6月に予定される住民投票では、中

学生も一票を投じることが決まりました。

　塚田明久村長は「平谷村のことが分からなけ

れば、物事の判断はできない。まず何が問題な

のか知ってほしい。中学生は想像以上の知識を

2 8

持っている」と住民の知恵の広がりに期待を寄

せています。

　実のところ、車社会で生活圏が広がったとは

いえ、バスや列車が頼りの中高校生こそ合併の

デメリットにさらされることになります。そし

て、先ほどの女生徒が指摘したように進学や就

職で深刻な影響を受けかねないだけに、合併問

題は切実なものがあるのです。

　問題は、行政や大人がきちんと問題を共有し

合える状況を作り上げることで、情報の共有は

中学生を含め住民参加の輪を広げるための第一

歩といえます。

　人口600人余りの平谷村など18市町村が参加

する南信州広域連合は、5村が人口千人未満で、

総面積は新・静岡市を上回る約 1900平方キロ

メートル。北海道の多くの市町村と同様に、こ

の地理的条件を克服するには、現行の合併の枠

組みでは難しいとされています。

五つの村と七人の侍に学ぶ
地域メディア研究所  代表　梶田　博昭

下
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コミュニティの潜在力を引き出せ
（町村編）（町村編）

　そこで、広域連合の研究会が提起したのが、

「一市統合」と併せて、概ね現在の町村を単位と

した「地域自治政府」を設置しようという構想

です。欧米流の近隣政府の考え方を採り入れた

ものですが、住民自治の視点を明確にするとと

もに、住民の自治活動を基本に地域のさまざま

なセクターや行政が補い合う「協働型まちづく

り」の方向を示した点で注目されます。

　自治体運営の基本は、

　①決定は身近で行い、執行は簡素で効率的に

　②行政をスリム化しながら、市民自治を主体

とした持続可能な地域づくりにシフトする

　③まず住民一人ひとりが、次に家族などの協

力で、さらには地域の協力でもできないことは

行政が担う

　どうです。平谷村の向こう側に黒澤村が透け

て見えてきませんか。

━━━━━━━━━━━　西 米 良 村　

　人口約 1600人、面積の約 96％が山野に覆わ

れた宮崎県西米良（にしめら）村。平家落ち武

者の「隠れ里」は、宮崎駿監督のアニメ映画「も

ののけ姫」の舞台を思い起こさせます。

　「過疎力」の源泉は人資源の掘り起こしから

　高齢者の割合が 30％を超える過疎の村です

が、その高齢者たちが「生涯現役宣言」をして

まちづくりの核となり、村の活性化を推進して

いるのです。森の精にその名が由来する「カリ

コボーズの休暇村」では、花の出荷や柚子絞り

などの体験農業を通じて、都会の人々に田舎暮

らしを手ほどきし、若者のＵターン・Ｉターン

定住という現象さえ呼び起こしました。

　過疎地ならではの魅力を生かした活性化のパ

ワーは、「過疎力（かそりき）」と呼ばれ、宮崎

県内で広がりを見せています。ここで注目すべ

きは、過疎力の源が地域の広範な人的資源であ

り、これを掘り起こすことで、地域の潜在力を

引き出そうとしていることです。

☆　☆　☆

　こうして「5つの村」を並べてみると、合併な

ど広域連携による行財政の効率化の一方で、生

活空間が密接に重なり合う、比較

的小規模なコミュニティの存在が

重要になり、そこで住民や企業、

ＮＰＯ、行政などがどう役割分担

し合うかが、まちづくりと地域活

性化のカギを握ることが分かりま

す。また、地域の潜在力を引き出

す元となるのが、情報の共有と真

剣な討論ではないでしょうか。　

　（注：本稿は社団法人・日本広報

協会発行の「月刊広報」2003年 3

月号に掲載されたものです） 本稿
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212ふるさと情報拾い読み
ＨＰ

（アクセスは http://com212.comからどうぞ）

　■ 3/4　滝川市　市情報化基

本構想　「市情報化基本構想」の

ダウンロードコーナーが開設さ

れています。全文、項目ごとの

ＰＤＦファイルがあります。

（右は構想の全体イメージ）

　■ 3/4　長万部町　合併よろ

ず掲示板新バージョン　「市町

村合併よろず掲示板」が新バー

ジョンに移行しています。テー

マごとにスレッド表示ができる

ようになったようです。
　■ 3/4　北広島市　農園のオーナー募集　農

園のオーナー募集情報がアップされています。

農園とオーナー契約を結んだ畑で、農家の方が

育てた野菜を収穫し、持ち帰ることができると

いう企画です。

　■2/28　石狩支庁　市民活動団体ＨＰコンテ

スト 　「市民活動団体ホームページコンテスト 」

審査結果がアップされています。42団体の応募

があり、インターネット投票と審査委員会の審

　■ 3/4　釧路支庁　タンチョウ生息数調査　

平成14年度の「タンチョウ生息数調査」結果が

アップされています。生息数は調査開始以来、最

多を記録、繁殖状況も比較的良好のようです。

　■3/4　中川町　天塩川きまぐれ日記　「天塩

川きまぐれ日記」が更新されています。天塩川

の解氷日時予想クイズに、約64,000通のはがき

が全国各地、そしてオランダからも寄せられた

そうです。

査の結果、最優秀賞には「子どもの

健康と環境を守る会」ホームペー

ジが選ばれたようです。

　■2/28　倶知安町　議会録音を

ネットで中継へ　後志管内では初

の「町議会」ネット録音中継試行の

予告がアップされています。5日の

定例会からスタートするようです。

　■ 3/4　七飯町　合併研究会中

間報告　「第２次市町村合併研究会

中間報告」がアップされています。

今後の基本方針や具体的な合併自

治体の選定方法などの詳しい説明

があります（左の表は人口比較）。

 （典）
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NEWS
　● 3/12　牟礼村

（長野県）　サラリー

マン医療費の一部を

補助

　牟礼村は、2003年

度から社会保険加入

者のうち低所得者を

対象に、医療費の本
人負担の一部を福祉医療給付金として補助す

ることとした。サラリーマン本人の自己負担

が 2割から 3割に引き上げられるのに対応し、

負担軽減を図るのが狙い。対象は、4人家族の

場合で年間所得574万円以下の世帯主で、所得

に応じ、医療費の 5～ 10％を補助する。

　●3/11　名和町（鳥取県）　町長らの給与削

減し地域活動費に充当

　名和町は、４月から町長給与を現行より５

％削減するなど、特別職の給与を引き下げる

こととした。山口隆之町長は、特別職の給与削

減分を地域活性化に役立てるため、住民の地

域活動に対する助成に充当する方針で、近く

定例町議会に条例改正案を提出する。

　● 3/7　高砂市（兵庫県）　体育センター格

安購入案を議会が否決

　高砂市議会は、厚生労働省所管の特殊法人

「雇用・能力開発機構」所有の勤労者体育セン

ターを10万5千円で購入する市の提案を賛成

13反対14で否決した。購入費が格安とされる

一方で、「管理運営費の赤字は毎年600万円で、

将来2300万円もの改修費が必要となる」など

の反対意見が出された。

　● 3/5　久木野村（熊本県）　合併後の新自

治体は「村」で合意

　白水、久木野、長陽の3村による任意の合併

推進協議会は、合併後の新自治体を「村」とす

ることで合意した。各村が16歳以上を対象に

行った住民意向調査で、「村」を希望する人は

約57％を占め、3村とも過半数となったことを

踏まえた。

　● 3/5　和束町（京都府）　残業手当を「代

●

　　　

●
●

休」で処理

　和束町は、2003年度から時間外勤務をした

場合の残業料支給を「代休」によって処理する

ことで職員組合と合意した。財政難に対処す

る窮余の一策で、新年度予算案では時間外手

当を前年同期に比らべ約 80%カットして 300

万円を計上した。残業が発生した場合、予算の

枠内で現金支給し、それでも対応できない場

合に限り代休を認める。

　●3/5　山梨県　ミネラルウオーター税に業

界反発

　ミネラルウオーターの製造業者27社による

山梨県ミネラルウォーター協議会などは、県

が法定外目的税として導入を検討しているミ

ネラルウオーター税（仮称）について「公平の

原則に反し、業界に悪影響を与える」とする意

見書を県に提出した。県は、県内のミネラルウ

オーターの製造業者に水1リットル当たり1円

～ 50銭程度を課税する案を検討している。

　● 3/3　伊勢市（三重県）　新市全域に「地

区連絡員」を配置

　伊勢市、御薗村など4市町村の任意合併協議

会は、合併後の新市全域に行政と地域をつな

ぐ「地区連絡員」を置くことで合意した。新市

が発行する広報の配布や地域住民への連絡な

どが主たる業務で、地域住民に委嘱する。現行

の地区担当事務員や区長らと協議しながら

「地区連絡員」への移行を目指す。

　● 3/2　太田市（群馬県）　土日開庁２日間

で 712件を処理

　太田市は、共働き世帯の増加を背景に市民

の利便性向上を目指して 3月から土日開庁を

スタートさせ、初日と二日目の両日に窓口で

計712件の事務処理を行ったほか、電話相談な

ど137件に対応した。水道局や市民課など1局

11課のうち最も利用の多かったのは納税課の

200件で、市民課の 155件が続いた。

　　　　　　　（詳細情報はNEXT編集室へ）

●
●

●●
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　行政と産業界で燃料電池をめぐる

動きが加速している。背景には、先

進国の温室効果ガス排出削減を柱と

した京都議定書が採択されたことも

ある。また、大部分を海外に頼って

いる日本のエネルギー供給構造か

ら、安定供給に対する潜在的なリス

クが懸念されるためだ。

　燃料電池は、水素を空気中の酸素

と反応させて電気を作り出すもの

で、窒素酸化物など環境汚染物資と

なる排気ガスを出さない発電装置と

して注目されている。電力と同時に

発生する熱利用ができるなど次世代のエネル

ギーシステムになる可能性が十分あり、各省庁

や様々な業界が取り組みを強化している。

　■CO2排出量を 25％削減

　燃料電池は次のような利点がある。

　①省エネルギー効果

　自動車用の場合、燃料を何にするのかにもよ

るが、ガソリン内燃機関自動車（15～20％程度）

と比べ、現時点でもエネルギー効率が30％以上

と高く、しかもこの高効率が小容量、比較的低

出力域でも達成できる。

　②低い環境負荷

　硫黄酸化物や窒素酸化物などの有害物質の発

生が非常に低くクリーンである（水素源となる

燃料にもよる）。従来の発電方式（ガスエンジン）

に比べ、発電効率が非常に高く、各施設ごとに

設置可能であるため、電力会社からの送電ロス

がない。電気を発生するときに出る熱も利用

（コ・ジェネレーション）できるので総合効率が

非常に高い（総合効率が 80％程度）。

　③経済性

　家庭用に都市ガスを水素供給源とする燃料電

池コジェネレーションシステムを設置した場合、

現在の発電所から送電されるのと比べ一次エネ

ルギー消費量で18％削減、二酸化炭素排出量は

25％削減、窒素酸化物排出量が68％削減される

と試算されている。一般家庭で年間 2万円程度

の費用が軽減される。

　■ 2020年度までに 500万台普及

　政府が目指す燃料電池自動車の 2010 年度ま

での導入台数は約5万台、2020年度は約500万

台である。定置型では導入目標を 2010年度で

210万キロワット（家庭用120万、業務用90万

＝家庭用の１台当たりの設備容量は１キロワッ

ト／台、業務用は約４キロワット／台と前提）、

2020年度には累積1000万キロワット（家庭用

570万、業務用 430万）を目標としている。市

場規模は関連産業への波及を含め、2010年度で

約1兆円、2020年度で約8兆円と試算している。

北海道・燃料電池の開発普及

家庭用に低コストで熱電併給

最前線リポート

6 8
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　政府は、北海道の地域特性を踏まえ、北海道

を燃料電池の先導的モデル地域と位置付け、燃

料電池活用に向けて、公開型実証実験や公共分

野での先行的導入などの取組みを推進するとし

ている。その理由は、①天然ガス、バイオマス

など水素エネルギー資源に恵まれている②積雪

寒冷な地域特性から家庭での熱需要が大きく発

電の過程で発生する熱の利用が期待できる③北

海道大学が燃料電池関連の革新的な研究に取り

組んでいる④家庭の冬期暖房など化石燃料への

依存が高く、燃料電池活用による二酸化炭素の

削減効果が期待される－という点にある。

 　■燃料電池自動車は不向きか

　特に、定置型の燃料電池については、北海道

は熱利用で需要が大きい。冬の暖房や融雪など

に使えるからである。北海道地球温暖化防止計

画によると、北海道の課題は化石燃料（特に石

油）への依存が高く、1人当たりの二酸化炭素排

出量は全国の1.3倍、特に民生部門（家庭用、業

務用）では 1.6倍である（1997年度実績）。

　ただし、北海道における燃料電池自動車の普

及は今のところ可能性はかなり低い。発電時の

電解質膜の水分が冬期間の低温に耐えられる技

術レベルではなく、始動温度の問題もあるため

だ。また、水しか排出しないということも、北

海道では路面凍結や車内のトラブルにつながる

懸念がある。したがって、北海道においては燃

料電池自動車の普及に向けた課題克服よりも、

家庭用や業務用の定置用燃料電池に重点を置く

べきと考えられる。

　■北大でローエネルギーハウス実験

　北海道ガスは2001年10月、天然ガスを燃料

とした１キロワット家庭用コージェネレーショ

ンシステムの実験機を導入し、北大との共同研

究を開始した。基本性能の確認試験に続いて、北

大構内の実験住宅（ローエネルギーハウス＝写

真）へ実験機を移設し、太陽光発電・風力発電・

太陽熱温水回収・土壌採熱などの自然エネル

ギーと燃料電池を組み合わせた住宅用ハイブ

リッドエネルギーシステムの研究を 2003年度

までの３年計画で行う計画だ。

　実験機は、世界トップクラスの発電効率を達

成しており、一般住宅に設置可能なパッケージ

型コージェネレーションシステムとして既存の

暖房・融雪など北海道に好適

地域メディア研究所の「入門講座」シリーズ

プリントアウト・フリーのＣＤ -Ｒディスク版を頒布

「町長のための～行政評価入門講座」

「列島再編入門講座～合併に『NO』と言えますか」

特別付録 /「NEXT212総集編」

                 「全国市町村財政概要 2000年度版」

詳細・申し込みは　http://com212.com/　で

　　　お問い合わせは　電話　011-761-6039

電力系統に連系して家庭内

の電気製品に電力を供給す

るとともに、排熱を温水とし

て回収し家庭での給湯・暖

房・融雪などに利用すること

が可能と期待されている。

（三浦）
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　2002年末時点のインターネット利用者数

は、全国で前年より約 1300万人増えて 6942

万人となり、人口普及率は 54.5％（対前年比

10.5ポイント増）と初めて50 ％を超えた。国

民の2人に1人以上がインターネットを利用し

ていることになる。

　携帯電話の世帯保有率は 86.1％となり、こ

のうちインターネット対応型携帯電話は 47.7

％。パソコンは、対前年比 13.7ポイント増の

71.7％となるなど、家庭内の情報化が着実に

進展していることをうかがわせた。

　しかし、パソコン利用率をみると、20代の

61.4％をピークにハイティーンから40代まで

インターネット利用者 6,942万人に

万人

％

インターネット普及率

1997　　　1998　　　1999　　　2000　　　2001　　　2002年末

1997　　　1998　　　1999　　　2000　　　2001　　　2002年末

携帯電話（全数）

パソコン

ファクシミリ

インターネット対

応型携帯電話

カーナビゲーショ

ン・システム

インターネット対応

型テレビゲーム機

インターネット対応

型家電

世帯における情報通信機器の保有状況
％

の各世代が50％を超えているのに対し、50代

は34.5％、60～64歳23.1％、65～69歳13.5

％などとなっており、世代間のデジタルディ

バイドが依然として残っている。（総務省・

2002年通信利用動向調査から）

　本誌の継続配信のご希望の場合は、下記
へどうぞ。（配信は無料です）
　　事務局：電話 011（761）6039
　　E-mail：next@com212.com
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